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○袖ケ浦市要保護及び準要保護児童生徒就学援助実施要綱  

平成２７年１０月２３日 

教委告示第５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１９条及

び学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）第２４条の規定に基づき、

経済的な理由によって就学が困難と認められる児童生徒の保護者に対し

て実施する就学に必要な援助（以下「就学援助」という。）の実施に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

(1) 保護者 学校教育法第１６条に規定する保護者をいう。 

(2) 要保護児童生徒 児童生徒のうち、その保護者が生活保護法（昭和

２５年法律第１４４号）第６条第２項に規定する要保護者であるもの

をいう。 

(3) 準要保護児童生徒 要保護者の世帯以外の世帯に属する児童生徒

のうち、当該児童生徒の保護者が次のいずれかに該当し、袖ケ浦市教

育委員会（以下「教育委員会」という。）が就学援助を必要と認める

児童生徒をいう。 

ア 前年度又は、当該年度において、当該保護者が次のいずれかの措

置を受けた者 

(ア) 生活保護法第２６条に規定する保護の停止又は廃止 

(イ) 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７２条の６２に規

定する個人の事業税の減免措置 

(ウ) 地方税法第２９５条第１項に規定する市町村民税の非課税措

置 

(エ) 地方税法第３２３条に規定する市町村民税の減免措置 
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(オ) 地方税法第３６７条に規定する固定資産税の減免措置 

(カ) 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第８９条及び第９

０条に規定する国民年金保険料の減免措置 

(キ) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７７条に規

定する保険料の減免又は徴収の猶予措置 

イ ア以外の者で、経済的な事情から就学が困難と認められるもの 

（対象者） 

第３条 就学援助の対象となる者（以下「対象者」という。）は、袖ケ浦

市立小学校又は中学校（以下「市立学校」という。）に在学する要保護

児童生徒又は準要保護児童生徒の保護者（ただし、他の市町村から就学

援助を受けている者を除く。）とする。 

２ 前項の規定に関わらず、教育委員会が学校教育法施行令（昭和２８年

政令第３４０号）第９条に規定する区域外就学を認めている児童生徒に

ついては、関係する他の市町村教育委員会と協議の上、決定するものと

する。 

（支給費目及び支給額） 

第４条 就学援助の対象となる経費は、次の各号に掲げる区分に応じ当該

各号に定めるところによる。 

(1) 学用品費 児童生徒が通常必要とする学用品の購入費 

(2) 通学用品費 市立学校の第２学年以上の学年に在学する児童生徒

が通常必要とする通学用品の購入費 

(3) 新入学児童生徒学用品費等 市立学校に入学する者が通常必要と

する学用品及び通学用品の購入費 

(4) 校外活動費のうち宿泊を伴わないもの 児童生徒が校外活動（学校

外に教育の場を求めて行われる学校行事としての活動（修学旅行を除

く。）をいう。以下同じ。）のうち宿泊を伴わないものに参加するた

め直接必要とする交通費及び見学料 

(5) 校外活動費のうち宿泊を伴うもの 児童生徒が校外活動のうち宿
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泊を伴うものに参加するため直接必要とする交通費及び見学料 

(6) 修学旅行費 児童生徒が修学旅行（小学校又は中学校を通じてそれ

ぞれ１回に限る。）に参加するため直接必要とする交通費、宿泊費、

見学料及び均一に負担すべきこととなる記念写真代その他の経費 

(7) 学校給食費 学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第１１条第

２項に規定する学校給食費 

(8) 医療費 学校保健安全法施行令（昭和３３年政令第１７４号）第８

条に規定する疾病の治療のための医療に要する経費 

２ 就学援助の支給額（以下「就学援助費」という。）は、予算の範囲内

で教育委員会が別に定める。 

３ 生活保護法第１２条に規定する生活扶助が行われている要保護者にあ

っては第１項第３号、生活保護法第１３条に規定する教育扶助が行われ

ている要保護者にあっては第１項第１号、第２号及び第７号の支給を行

わないものとする。 

（申請） 

第５条 就学援助費の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）

は、袖ケ浦市就学援助申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付し

て、当該児童生徒が在学する市立学校の校長（以下「学校長」という。）

を経由し、教育委員会に申請しなければならない。ただし、要保護児童

生徒の保護者については、第１号及び第２号の書類の添付を省略するこ

とができる。 

(1) 袖ケ浦市準要保護児童生徒就学援助費に係る収入額・需要額調書

（様式第２号） 

(2) 袖ケ浦市就学援助に係る生活状況申立書（様式第３号） 

(3) その他教育委員会が必要と認める書類 

２ 申請者は、前項の規定による申請をするときは、就学援助費の請求、

受領、執行及び返納に関する権限を学校長に委任することに同意しなけ

ればならない。 
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３ 学校長は、第１項の規定による申請があったときは、袖ケ浦市要保護

及び準要保護児童生徒に係る世帯票（様式第４号。以下「世帯票」とい

う。）を作成し、意見を付して教育委員会に提出するものとする。この

場合において、必要に応じて民生委員による世帯状況の確認及び所見を

付するものとする。 

（認定） 

第６条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、当該申請

内容の審査及び必要に応じた調査を行い、第３条及び第４条の基準に基

づき就学援助の認定を行うものとする。 

２ 教育委員会は、前項の認定を行ったときは、その結果を袖ケ浦市要保

護及び準要保護児童生徒就学援助費認定（却下）通知書（様式第５号）

により学校長を通じて申請者に通知するとともに、併せて世帯票により

当該学校長に通知するものとする。 

（認定日等） 

第７条 要保護児童生徒に対する就学援助は、生活保護法による保護が開

始となった月の１日を認定日とする。ただし、前年度から引き続いて保

護を受けている場合にあっては、４月１日を認定日とする。 

２ 準要保護児童生徒に対する就学援助は、第５条の規定による申請があ

った月の翌月の１日を認定日とする。ただし、事由の発生日が月の１日

の場合であって、同月内に申請書が提出されたときは、当該月の１日を

認定日とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、教育委員会が認める者にあっては、申請が

あった年度の４月１日を認定日とすることができる。 

４ 前３項の規定による認定期間は、認定日から当該年度の末日までとす

る。 

（交付の請求） 

第８条 学校長は、第６条の規定により就学援助の認定を受けた者（以下

「受給者」という。）に代わり、次の各号に掲げる就学援助費に応じ、
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それぞれ当該各号に定める書類を教育委員会に提出しなければならない。 

(1) 第４条第１項第１号から第７号まで 袖ケ浦市要保護及び準要保

護児童生徒就学援助費請求書（様式第６号） 

(2) 第４条第１項第８号 袖ケ浦市要保護及び準要保護児童生徒就学

援助費（医療券）交付申請書（様式第７号） 

（支給の方法） 

第９条 就学援助費は、特別な事情がある場合を除き、学校長を経由して

受給者に支給するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、学校長は、第４条第１項第７号に掲げる就

学援助費については、直接市に納入することができる。 

３ 教育委員会は、前条第２号に掲げる交付申請書が提出されたときは、

当該受給者に医療券を交付するものとする。 

４ 教育委員会は、受給者の児童生徒が疾病を治療した医療機関から前項

の医療券が回付された場合は、その内容を審査し、適正と認められると

きは、受給者が医療機関に支払うべき第４条第１項第８号の就学援助費

について、受給者に代わり支払うものとする。 

５ 学校長は、受給者の児童生徒ごとに袖ケ浦市要保護及び準要保護児童

生徒就学援助費個人支給明細書兼領収書（様式第８号）を整備するとと

もに、就学援助費の支給事務の終了後に袖ケ浦市要保護及び準要保護児

童生徒就学援助費支給結果報告書（様式第９号）を教育委員会に提出し

なければならない。 

（消滅届） 

第１０条 受給者は、第３条に定める要件に異動が生じたとき及びこれを

欠くに至ったとき又は就学援助費の支給を辞退しようとするときは、そ

の旨を学校長を通じて教育委員会に届け出なければならない。 

２ 学校長は、前項の規定による届出があったときは、袖ケ浦市要保護及

び準要保護児童生徒認定消滅届（様式第１０号。以下「消滅届」という。）

により教育委員会に報告するものとする。 
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（認定の取消し等） 

第１１条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第６条

の規定により認定した就学援助の内容を変更し、又はその全部若しくは

一部を取り消し、袖ケ浦市要保護及び準要保護児童生徒就学援助認定取

消通知書（様式第１１号）により受給者に通知するものとする。 

(1) 前条の規定により消滅届が提出されたとき。 

(2) 要保護児童生徒又は準要保護児童生徒が転学又は退学により市立

学校に在学しなくなったとき。 

(3) 受給者の経済状況が好転したと認めるとき。 

(4) 要保護児童生徒の保護者が生活保護法第２６条に基づく保護の停

止又は廃止を受けたとき。 

(5) 受給者が偽りその他不正の手段により就学援助費の支給を受けて

いることが判明したとき。 

(6) 前各号に定めるもののほか、教育委員会が適当でないと認めるとき。 

２ 教育委員会は、前項の規定により認定を取り消した場合は、取り消し

た日の属する月の翌月から就学援助費の支給をしないものとする。ただ

し、事由の発生日が月の１日の場合は、前月で就学援助費の支給をしな

いものとする。 

（就学援助費の返還） 

第１２条 教育委員会は、前条の規定により就学援助費の支給に係る変更

又は取消しを行った場合、当該受給者から既に支給した就学援助費の全

部又は一部を返還させることができる。 

（委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、就学援助の実施に関し必要な事

項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 本要綱の施行前に申請があった平成２７年度分の就学援助費について

は、なお従前の例による。 

附 則（平成２８年教委告示第２号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 
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